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研究成果の概要（和文）：本研究は主に監査担当パートナーの特性が監査の品質に及ぼす影響を検証した。本研
究で得られた主要な研究成果は次のとおりである。①監査事務所レベルの業種専門性（各業種における市場占有
率で測定）については，指標自体の妥当性の問題がある。②国内では大手監査事務所による寡占により監査品質
が低下する傾向にある。③監査担当パートナーの業種専門性（各業種における監査経験年数で測定）が高い場
合，監査品質が高い傾向にある。④パートナーが女性である場合，監査品質が高い傾向にある。⑤監査チームの
構成については，監査チームの規模とともにスタッフの経験値や専門性が高いと想定される場合には，監査品質
が高くなる傾向にある。

研究成果の概要（英文）：This study examined the impact of audit partner characteristics on audit 
quality. The main findings are as follows: (1) the validity of the indicator is problematic with 
regard to industry specialization at the audit firm level, which is measured by market share in each
 industry; (2) audit quality tends to decline due to oligopoly by large audit firms; (3) when the 
audit partner's industry specialization, which is measured by the number of years of audit 
experience in each industry, is high, the audit quality tends to be high; (4) audit quality tends to
 be higher when the partner in charge of the audit is female; and (5), audit quality tends to be 
higher when the size of the audit team as well as the experience and expertise of the staff are 
high. 

研究分野： 財務諸表監査，財務会計

キーワード： 監査品質　監査担当パートナー　監査チームの構成　監査人の業種専門性　監査市場

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
財務諸表監査制度においては，監査業務を提供する個々の公認会計士または監査事務所に対して一定水準以上の
業務品質が担保されるよう制度設計がなされている。しかし，実際には監査人個人，監査チーム，監査事務所
各々のレベルにおいて提供される監査品質に違いが存在する。本研究は，国際的にも研究成果の蓄積が進んでい
ない監査担当パートナーおよび監査チームレベルにおける監査品質の違いについて明らかにしており，監査品質
の向上を企図した国際的な監査規制議論にも資する証拠を提示している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

 
これまでアメリカを含む諸外国では監査担当者名が一般に公開されてこなかったため，主に

監査事務所全体レベル，あるいは各地域の事務所レベルのデータに基づく分析が行われてきた。
つまり，これまでの先行研究では，事務所全体レベル（各地域の事務所レベル）では監査品質は
一定という仮定に基づき分析を実施してきたのである。しかしながら，現在，EU やアメリカに
おいて，近年の会計不正事件に対する監査規制強化策の一環として，監査報告に関する情報内容
の充実化の観点から監査担当者の情報開示が求められるようになってきており，こうした国際
動向に呼応して，監査担当パートナー個人のインセンティブに着目した研究の必要性が指摘さ
れている（例えば，Lennox and Wu, 2018）。 
また，これまで心理学を援用した実験研究や国内で生じた会計不正事例においても，実際に監

査手続を実施した監査担当者および監査チーム・レベルにおける監査上の判断の問題がクロー
ズアップされている。したがって，監査担当者（あるいは監査チーム）の特性の違いが監査品質
に実際にどの程度の効果を及ぼすのかという論点を実証的に明らかにすることは，現在国際的
に進展している監査研究に対する貢献だけでなく，国内外で活発に行われている監査規制に対
する議論にも資する証拠を提示できる。 
そこで，本研究では，監査担当パートナー・監査チームの観点に基づき，監査人の独立性・監

査品質の違いと関連するコーポレート・ガバナンスとの関係が，最終的に経営者による利益調整
行動をはじめとする会計利益の品質に及ぼす影響を明らかにする。本研究メンバーは，本研究課
題を実施する前段階で，監査事務所レベルでの独立性・監査品質とコーポレート・ガバナンスと
の関係が利益調整行動に及ぼす影響について一定の研究成果を上げており，ここに監査担当者
個人レベルのデータを加味することで，特に監査担当者，コーポレート・ガバナンス，経営者と
いう外部監査結果に影響を及ぼす三者間の相互作用関係をより詳細に分析することが可能とな
る。 
 
２．研究の目的 

 
本研究の目的は，監査担当パートナー・レベルの公表データを用い，個々の監査担当パートナ

ーの特性を複数の指標を用いて捉え，こうした特性が監査の品質，ひいては会計利益の品質およ
び財務報告の品質にいかなる影響を及ぼすのかを明らかにすることである。 
近年のカリリオン事件を発端とした一連の議論でも取り上げられているとおり，これまで各

国において会計不正事件が起こる度に財務報告の品質を保証する財務諸表監査の役割に対して
疑念が向けられてきた。わが国においても特に東芝事件等の会計不正事例を通じて同様の問題
提起がなされており，国内外において監査業務の品質に関するトピックが注目を集めている。 
また，公表データを利用したこれまでの監査研究では，1（研究開始当初の背景）で説明した

とおり主に監査事務所レベル（各地域の事務所レベル）のデータしか利用できなかったため，
個々の監査業務を担当している監査担当パートナーの特性に関する研究成果の蓄積はあまり進
んでいない。しかしながら，近年，米国等において監査担当パートナー名が公開される傾向にあ
り，わが国ではかねてよりこうした情報が入手可能であるため，関連データの蓄積が進んでいる
状況にある。すなわち，他の諸外国に比して監査担当パートナー関連のデータの蓄積があること
が，わが国のデータを利用するメリットの一つである。 
さらに，個々の監査業務を実際に担当しているのは担当パートナーだけではなく監査チーム

である。わが国では，諸外国においては開示されていない監査チームの構成に関するデータが公
表されており，個々の監査担当パートナー・レベルだけでなく，監査チーム・レベルでの特性の
違いが監査の品質，ひいては会計利益の品質および財務報告の品質に及ぼす影響を明らかにす
ることができる。すなわち，監査チーム構成に関するデータの利用可能性が，わが国のデータを
利用するもう一つのメリットとである。 
そこで，本研究では，監査報告書に記載されている監査担当パートナーの氏名や有価証券報告

書に収録されている監査報酬・監査チーム構成・継続監査期間等のデータを収集したうえで，監
査担当パートナーおよび監査チームに関連する特性を各々指標化し，コーポレート・ガバナンス
の特性に関する要因をコントロールしたうえで，利益調整をはじめとする会計利益・財務報告の
品質を代理する指標との関係について検証を行った。 
また，個々の監査人および監査チームにおける監査判断の問題は，分析対象データにおける平

均的な傾向を示すことに特徴がある実証研究だけではその詳細を明らかにするには限界がある
ため，個々の事例に焦点をあてたケース・スタディを行うことも有用である。そこで，本研究で
は，実証研究を実施すると同時に，監査判断の論点に関連した個別の監査の失敗に関する事例を
収集し，分析を行う。個々の事例研究の分析結果をそのまま一般化することはできないが，事例
分析を通じて得られた監査判断に関する知見を実証研究で用いる変数の設定やリサーチ・デザ
インに応用することは可能である。したがって，本研究における事例分析は主として実証研究の



リサーチ・デザイン等をブラッシュ・アップするためにその成果を応用することを主眼におく。 
 
３．研究の方法 
 
具体的には，①データ・ベースの構築，②実証分析の実施，③研究成果の公表（学会報告・学

術雑誌等への投稿）という手順で進めた。 
まず，本研究では，監査担当パートナーおよび監査チームの構成に関するデータが必要である

ことから，データ・ベースの構築・整備に注力した。特に，監査チームの構成に関するデータは
手作業で収集する必要があることから，関連するデータ・ベースの構築に多くの時間を要した。
また，市販のデータ・ベースには，監査担当パートナー名や監査報酬等のデータが収録されてい
るが，個々の監査担当パートナーの特性として，経験年数（監査先企業の担当年数），業種専門
性，クライアント・ポートフォリオ，性別，業務負担の程度等について測定し指標化するために，
一部手作業によるデータの収集も追加で必要となった。他にも，コーポレート・ガバナンス関連
のデータを他のデータ・ベースから収集し，データ分析環境の整備を進めた。 
また，データ分析環境の整備と並行して，実施可能な分析については適宜進めた。まずは，監

査担当パートナーの特性と監査品質（会計利益の品質・財務報告の品質）との関係について分析
を行った。本研究では，監査担当パートナーの特性について複数の指標を設定しており，指標に
よっては追加でデータが必要な場合もあり，事前に想定していた特性の指標化が完了するには
かなりの時間を要した。 
次に，監査チームの構成に関するデータ（監査業務に係る補助者の構成に関するデータ）を収

集し，監査チームの規模と監査品質との関係について分析を実施した。監査チームに関する分析
と同時に，監査担当パートナーに関する分析についても，先行研究のレビューや事例分析を通じ
て得られた知見に基づき適宜リサーチ・デザイン等を改訂しつつ分析を進めた。 
分析が完了した段階で適宜論文にまとめ，国内外の学会等で報告・意見交換を行い，論文の改

訂・投稿というプロセスを繰り返し行った。 
 
４．研究成果 
 
＜監査担当パートナーの特性および監査チームの構成に関する分析＞ 
 
本研究では，まず，監査担当パートナーの業種専門性について分析を行った。監査人の業種専

門性については，これまでアメリカを中心に監査事務所レベルでの分析が主に行われてきたが，
わが国では監査事務所の業種専門性についても研究成果の蓄積が十分にあるわけではない。そ
こで，監査担当パートナーレベルの業種専門性だけでなく，監査事務所レベルの業種専門性につ
いても併せて分析を行った。当該分析によって，監査事務所レベルにおける業種専門性の影響と
監査担当パートナーレベルでの影響を区別することが可能となる。 
監査事務所の業種専門性とは，監査事務所が特定の業種において専門性を高め，他の監査事務

所との差別化を図るという監査事務所の戦略的側面に焦点をあてている。先行研究においては，
監査事務所が業種専門性によって費用面や提供するサービス面で他の事務所に比べて優位性を
獲得し，これが監査の品質を高めているとする研究結果が報告されている。 
また，業種専門性は各監査事務所の業種別市場占有率で測定されるため，監査市場の構造に関

する議論とともに進展してきた背景がある。そこで，監査事務所の業種専門性に焦点をあてつつ
も監査市場における寡占化の影響も併せて検討する。これはわが国をはじめ多くの諸外国にお
いても実質的に大手監査事務所による寡占化が進展しており，業種専門性というベネフィット
よりも寡占化の進展による弊害の方が監査品質に及ぼす影響が強い可能性が予測されるからで
ある。 
本研究では，監査事務所の業種専門性について複数の指標を設定し分析を行った。分析の結果，

先行研究とは異なり，各監査事務所の業種別市場占有率が高いほど，あるいは業種別市場占有率
が高い特定の監査事務所による監査を受けている場合，監査の品質が低下する傾向にあること
が判明した。国内の監査市場では，特定の業種において独占的な立場にあることから，監査の品
質を低下させるような監査人とクライアント企業との関係が存在していることが推測される。
また，各業種において大手事務所による寡占化が進んでいることから，健全な競争がなされず提
供する監査業務の品質に関して差別化を行えていないことが分析結果に反映されていると考え
られる。 
次に，監査市場における競争状況が監査の品質に対して及ぼす影響を検証するために，ハーフ

ィンダール指数（市場における集中度を測る指標）を利用して国内監査市場における競争状況の
程度を測定し分析を行った。当該指数を用いた分析では，監査市場における競争が少ない程，監
査の品質が低下する傾向にあることが明らかとなった。これは先行研究と異なる結果であり，先
の業種専門性に関する分析結果をサポートするものである。全体的に事務所レベルのデータか
らは，国内監査市場では各業種において大手事務所による寡占化が進んでおり，監査の品質にネ
ガティブな影響を及ぼしていることが明らかとなった。 
次に，監査担当パートナーレベルでの業種専門性について分析を実施した。まず，事務所レベ

ルの分析と同様に各業種における市場占有率を利用した指標を設定するとともに，業種専門性



を測定するための新たな指標を設定し分析を行った。前述したとおり，先行研究では業種専門性
の指標として主に各業種における市場占有率を用いているが，当該指標を用いることの妥当性
についてはこれまで十分に検討されてきたとはいえず，分析結果についても首尾一貫した結果
が得られているわけではない（Audousset-Coulier et al., 2016）。 
また，近年，各国の監査規制当局から提言されている監査品質の指標に関する議論において，

業種専門性に関する監査品質を代理する指標の一つとして監査業務に従事した経験年数や各業
種における専門的知識の有無が重要視されている。そこで，本研究では PCAOB（2015）等にお
ける提言に従い，各業種における市場占有率ではなく，監査担当パートナーの各業種における監
査経験年数（主に継続監査年数で測定）を利用し，業種における専門的知識・経験の有無を判定
する。当該指標を利用することによって，先行研究とは異なる観点で業種専門性の有無を特定し，
監査の品質への影響を検証することが可能となる。 
分析の結果，市場占有率に基づき測定した業種専門性の指標については監査品質への影響を

確認することはできなかったが，業種経験年数に基づき測定した専門性の指標については，業種
専門性が高いほど監査業務の品質が高い傾向にあることを発見した。業種専門性の指標につい
てはその妥当性を多角的に検討する必要があるが，本研究では，これまで検証されてこなかった
新たな指標を開発・検証した点で先行研究に資する貢献がある。 
他にも，監査品質の指標に関連する特性として，パートナーの個人属性（女性）や監査業務に

関する作業負担の程度，クライアント・ポートフォリオについて測定し分析を行った。個人属性
以外の指標については監査品質への影響を見出すことができず，先行研究とは異なる結果が確
認された。先の業種専門性に関する分析結果と併せて，PCAOB（2015）等における監査品質指
標の議論に資する証拠を提示することができた。 
パートナーに関する分析とともに，監査チームの構成に関する分析も実施した。監査チームメ

ンバーの構成に関するデータについては，各企業の有価証券報告書から手作業で収集しなけれ
ばならず，現時点では，限られた年度のデータしか収集できていないため包括的な分析を実施す
ることができていないが，チームの規模やシニアスタッフと想定されるメンバーの構成比率が
高い場合等，規模とともにスタッフの経験値や専門性が高いと想定される場合には，相対的に監
査品質が高くなる傾向にあることが一部で観察された。 
現時点ではまだパイロット・テストを実施している状態であるが，今後は監査責任者であるパ

ートナーの特性と監査チームの構成に関する分析を統合し，両者が監査品質へ及ぼす影響を包
括的に調査する予定である。 
 
＜会計不正と監査担当パートナーの特性に関する分析＞ 
 
監査の品質が低かったことが事後的に判明する最たるケースである会計不正に関する事例を

収集し，担当パートナーの特性との関係について調査を行った。調査を実施するにあたって，会
計不正事例を取り上げた膨大な先行研究のレビューを行い，会計不正の予測モデルを構築する
タイプの研究と会計不正事例の決定要因の一つとして監査事務所・パートナーの特性を取り上
げたタイプの研究に整理し，会計不正事例との関連で取り上げるべきパートナーの特徴を特定
した。 
また，現在，会計不正事例関連のデータ・ベースの構築作業を進めるとともに，先に特定した

パートナーの特徴と会計不正事例との関係についてパイロット・テストを実施しているところ
である。他にも，監査チームの構成と会計不正事例との関係についても予備的調査を行っている
ところであり，今後結果をとりまとめ学術雑誌に投稿する予定である。会計不正事例の発生件数
は限られているため十分なサンプルサイズを確保することは困難であるが，パートナーの特性
および監査チームの構成をふまえたうえで，会計不正事例との関係を検証したタイプの研究は
国際的にも稀であり，新たな知見を得ることができると予想される。 
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